
 

 

                                       証券コード 7746 
  平成 27 年 6 月 22 日   

株主各位 

千葉県柏市十余二 380 番地 

 岡 本 硝 子 株 式 会 社 
代表取締役社長 岡本 毅 

 

（訂正）「第 69 回定時株主総会招集ご通知」の一部訂正について 

 

平成 27 年 6 月 12 日付けでご送付いたしました当社「第 69 回定時株主総会招集ご通知」の一部

に訂正すべき点がございました。 謹んでお詫び申しあげますとともに、下記のとおり訂正いたし

ますので、何卒ご了承いただきますようお願い申しあげます。 なお、訂正箇所には下線を付して

表示しております。 
 

記 
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訂正箇所 1 
32 ページ 貸借対照表 
【訂正前】 

貸 借 対 照 表 

(平成27年３月31日現在) 
（単位：千円)  

科     目 金   額  科     目 金   額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原材料及び貯蔵品 
前 払 費 用 
未 収 消 費 税 等 
短 期 貸 付 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 

投資その他の資 

投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
関 係 会 社 出 資 金 
出 資 金 
保 険 積 立 金 
そ の 他 

 
 
 

 
 

2,070,383 
164,308 

29,634 
944,036 
233,166 
242,286 

40,758 
15,437 
27,935 

665,438 
30,290 

△322,909 
3,445,160 
2,811,861 
1,103,536 

5,758 
674,358 

8,714 
47,181 

703,014 
95,067 

174,229 
14,062 
13,232 

829 
619,237 
130,117 
374,509 

22,149 
50,340 
21,863 
20,257 

 
 

  
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定長期借入金 
賞 与 引 当 金 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
設 備 支 払 手 形 
そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 
負 債 合 計

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
新 株 予 約 権 

純 資 産 合 計

 
 

1,615,826 
153,074 
411,065 
216,253 
513,823 
43,867 
56,891 

64 
151,097 
26,227 
10,060 
3,518 

29,883 
3,190,235 
2,888,178 

93,214 
185,001 
10,522 
13,317 

4,806,062 
 

634,628 
1,762,390 

1,361 
1,361 

△1,128,702 
△1,128,702 
△1,128,702 

△421 
39,544 
39,413 

131 
35,308 

709,481 
資 産 合 計 5,515,543 負債・純資産合計 5,515,543 

 (注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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【訂正後】 

貸 借 対 照 表 

(平成27年３月31日現在) 
（単位：千円)  

科     目 金   額  科     目 金   額 
 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 
現 金 及 び 預 金 
受 取 手 形 
売 掛 金 
商 品 及 び 製 品 
仕 掛 品 
原材料及び貯蔵品 
前 払 費 用 
未 収 消 費 税 等 
短 期 貸 付 金 
そ の 他 
貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 
建 物 
構 築 物 
機 械 及 び 装 置 
車 両 運 搬 具 
工 具 器 具 備 品 
土 地 
リ ー ス 資 産 
建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 
電 話 加 入 権 

投資その他の資 

投 資 有 価 証 券 
関 係 会 社 株 式 
関 係 会 社 出 資 金 
出 資 金 
保 険 積 立 金 
そ の 他 

 
 
 

 
 

2,070,383 
164,308 

29,634 
944,036 
233,166 
242,286 

40,758 
15,437 
27,935 

665,438 
108,151 

△400,771 
3,445,160 
2,811,861 
1,103,536 

5,758 
674,358 

8,714 
47,181 

703,014 
95,067 

174,229 
14,062 
13,232 

829 
619,237 
130,117 
374,509 

22,149 
50,340 
21,863 
20,257 

 
 

  
(負 債 の 部) 

流 動 負 債 
支 払 手 形 
買 掛 金 
短 期 借 入 金 
１年内返済予定長期借入金 
賞 与 引 当 金 
リ ー ス 債 務 
繰 延 税 金 負 債 
未 払 金 
未 払 費 用 
未 払 法 人 税 等 
設 備 支 払 手 形 
そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 
リ ー ス 債 務 
退 職 給 付 引 当 金 
繰 延 税 金 負 債 
そ の 他 
負 債 合 計

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 
その他利益剰余金 
繰越利益剰余金 

自 己 株 式 
評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 
新 株 予 約 権 

純 資 産 合 計

 
 

1,615,826 
153,074 
411,065 
216,253 
513,823 
43,867 
56,891 

64 
151,097 
26,227 
10,060 
3,518 

29,883 
3,190,235 
2,888,178 

93,214 
185,001 
10,522 
13,317 

4,806,062 
 

634,628 
1,762,390 

1,361 
1,361 

△1,128,702 
△1,128,702 
△1,128,702 

△421 
39,544 
39,413 

131 
35,308 

709,481 
資 産 合 計 5,515,543 負債・純資産合計 5,515,543 

 (注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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訂正箇所 2 
33 ページ 損益計算書 
【訂正前】 

損 益 計 算 書 

( 平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで ) 

（単位：千円)  
科         目 金         額 

売 上 高  5,991,538 
売 上 原 価  4,971,979 
売 上 総 利 益  1,019,558 
販売費及び一般管理費  1,173,276 
営 業 損 失  153,718 
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 25,733  
受 取 配 当 金 5,124  
技 術 指 導 料 16,864  
助 成 金 収 入 191  
為 替 差 益 101,029  
業 務 受 託 料 27,197  
そ の 他 18,082 194,223 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 64,869  
シンジケートローン手数料 62,582  
そ の 他 6,390 133,842 

経 常 損 失  93,337 
特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 7,072  
国 庫 補 助 金 受 贈 益 9,985  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 43,967  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 319,000  
新 株 予 約 権 戻 入 益 18,924 398,950 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 14,843  
減 損 損 失 76,720  
固 定 資 産 圧 縮 損 3,511  
解 約 違 約 金 75,500 170,574 

税 引 前 当 期 純 利 益  135,039 
法人税、住民税及び事業税 7,719 7,719 
当 期 純 利 益  127,319 

 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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【訂正後】 

損 益 計 算 書 

( 平成26年４月１日から 
平成27年３月31日まで ) 

（単位：千円)  
科         目 金         額 

売 上 高  5,991,538 
売 上 原 価  4,971,979 
売 上 総 利 益  1,019,558 
販売費及び一般管理費  1,173,276 
営 業 損 失  153,718 
営 業 外 収 益   

受 取 利 息 25,733  
受 取 配 当 金 5,124  
技 術 指 導 料 16,864  
助 成 金 収 入 191  
為 替 差 益 101,029  
業 務 受 託 料 27,197  
そ の 他 18,082 194,223 

営 業 外 費 用   
支 払 利 息 64,869  
シンジケートローン手数料 62,582  
そ の 他 6,390 133,842 

経 常 損 失  93,337 
特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 7,072  
国 庫 補 助 金 受 贈 益 9,985  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 43,967  
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 241,138  
新 株 予 約 権 戻 入 益 18,924 321,089 

特 別 損 失   
固 定 資 産 除 却 損 14,843  
減 損 損 失 76,720  
固 定 資 産 圧 縮 損 3,511  
解 約 違 約 金 75,500 170,574 

税 引 前 当 期 純 利 益  57,177 
法人税、住民税及び事業税 △70,141 △70,141 
当 期 純 利 益  127,319 

 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
 
 

訂正箇所 3 
38 ページ 貸借対照表に関する注記 
【訂正前】 

 2. 貸借対照表に関する注記 

  (1) 関係会社に対する金銭債権債務 
短 期 金 銭 債 権…………………… 691,393千円

 
【訂正後】 

 2. 貸借対照表に関する注記 

  (1) 関係会社に対する金銭債権債務 
短 期 金 銭 債 権…………………… 769,254千円
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訂正箇所４ 
40 ページ 税効果会計に関する注記 
【訂正前】 

5. 税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
    繰延税金資産 
    賞与引当金損金算入限度超過額 14,401千円

    未払事業税否認 2,414千円

    たな卸資産評価損 28,571千円

    未払事業所税否認 3,636千円

    退職給付引当金損金算入限度超過額 59,311千円

    関係会社株式評価損否認 42,412千円

    関係会社出資金評価損否認 2,729千円

    投資有価証券評価損否認 11,166千円

    貸倒引当金損金算入限度超過額 130,775千円

    ゴルフ会員権評価損否認 1,987千円

    減損損失 93,797千円

    減価償却損金算入限度超過額 23,324千円

    繰越欠損金 837,746千円

    その他 2,029千円

    小計 1,254,304千円

    評価性引当額 △1,254,304千円

    差引 ―千円

    繰延税金資産合計 ―千円

    繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金 10,522千円

    繰延ヘッジ損益 64千円

    繰延税金負債合計 10,587千円

 
【訂正後】 

5. 税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 
    繰延税金資産 
    賞与引当金損金算入限度超過額 14,401千円

    未払事業税否認 2,414千円

    たな卸資産評価損 28,571千円

    未払事業所税否認 3,636千円

    退職給付引当金損金算入限度超過額 59,311千円

    関係会社株式評価損否認 42,412千円

    関係会社出資金評価損否認 2,729千円

    投資有価証券評価損否認 11,166千円

    貸倒引当金損金算入限度超過額 155,738千円

    ゴルフ会員権評価損否認 1,987千円

    減損損失 93,797千円

    減価償却損金算入限度超過額 23,324千円

    繰越欠損金 837,746千円

    その他 2,029千円

    小計 1,279,266千円

    評価性引当額 △1,279,266千円

    差引 ―千円

    繰延税金資産合計 ―千円

    繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金 10,522千円

    繰延ヘッジ損益 64千円

    繰延税金負債合計 10,587千円
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訂正箇所５ 
42 ページ 関連当事者との取引に関する注記 
【訂正前】 

7. 関連当事者との取引に関する注記 

  子会社等                           （単位：千円) 
種類 会社等の 

名  称 
議 決 権 等 
の所有割合 

関連当事者 
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

岡本光学
技股份

有限公司 
科

所有 
直接  70％
間接  30％ 

商品の仕入 
資金の借入 
利息の支払 

商品の購入(注１) 
資金の借入 
利息の支払 

44,415 
― 
1,740 

買掛金 
短期借入金 

― 

6,262 
68,953 
― 

台湾岡本
硝子股份
有限公司 

所有 
直接 100％ 

資金の借入 
利息の支払 

資金の借入 
利息の支払   

― 
761 

短期借入金 
― 

8,300 
― 

新潟岡本
硝子株式
会社 

所有 
直接 100％ 

同社製品の仕入 
技術指導 
 
資金の返済 
 
利息の受取 

部品の購入(注１) 
技術指導料の受取 
 
貸付資金の回収 
 
利息の受取 

1,425,968 
12,000 

 
395,000 

 
25,694 

 

買掛金 
― 

 
短期貸付金 

 
― 

250,578 
― 

 
665,000 

 
―  
  

  債務保証 
被物上保証 

債務保証(注２) 
当社の銀行借入金
に対する建物の担
保提供(注３) 

472,414 
499,520 

― 
― 

― 
― 

子会社 
( 当 該
子会社
の子会
社を含
む) 
 

JAPAN 
3D 
DEVICE
S 株 式 会
社 

所有 
直 接
26.43％ 
 

業務受託 
 
当社製品の販売 

 

受託料収入 
 
製品の販売 

27,197 
   

  25,017 
 

その他の流動
資産 
売掛金 

 

6,515 
 

8,991 
 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1 市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。 
2 当社は新潟岡本硝子株式会社の銀行借入及びリース債務に対して債務保証を行っております。 
  なお、保証料は受領しておりません。 
3 新潟岡本硝子株式会社は当社の銀行借入残高499,520千円に対して同社所有の建物を担保提供しております。 
  なお、保証料の支払いはありません。 

 
【訂正後】 

7. 関連当事者との取引に関する注記 

  子会社等                           （単位：千円) 
種類 会社等の 

名  称 
議 決 権 等 
の所有割合 

関連当事者 
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

岡本光学
技股份

有限公司 
科

所有 
直接  70％
間接  30％ 

商品の仕入 
資金の借入 
利息の支払 

商品の購入(注１) 
資金の借入 
利息の支払 

44,415 
― 
1,740 

買掛金 
短期借入金 

― 

6,262 
68,953 
― 

台湾岡本
硝子股份
有限公司 

所有 
直接 100％ 

資金の借入 
利息の支払 

資金の借入 
利息の支払   

― 
761 

短期借入金 
― 

8,300 
― 

新潟岡本
硝子株式
会社 

所有 
直接 100％ 

同社製品の仕入 
技術指導 
 
資金の返済 
 
利息の受取 
連結納税制度 

部品の購入(注１) 
技術指導料の受取 
 
貸付資金の回収 
 
利息の受取 
連結納税適用に伴
う受取予定額 

1,425,968 
12,000 

 
395,000 

 
25,694 
77,861 

買掛金 
― 

 
短期貸付金 

 
― 

その他の流動
資産 

250,578 
― 

 
665,000 

 
―  

 77,861 

  債務保証 
被物上保証 

債務保証(注２) 
当社の銀行借入金
に対する建物の担
保提供(注３) 

472,414 
499,520 

― 
― 

― 
― 

子会社 
( 当 該
子会社
の子会
社を含
む) 
 

JAPAN 
3D 
DEVICE
S 株 式 会
社 

所有 
直 接
26.43％ 
 

業務受託 
 
当社製品の販売 

 

受託料収入 
 
製品の販売 

27,197 
   

  25,017 
 

その他の流動
資産 
売掛金 

 

6,515 
 

8,991 
 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注) 1 市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。 
2 当社は新潟岡本硝子株式会社の銀行借入及びリース債務に対して債務保証を行っております。 
  なお、保証料は受領しておりません。 
3 新潟岡本硝子株式会社は当社の銀行借入残高499,520千円に対して同社所有の建物を担保提供しております。 
  なお、保証料の支払いはありません。 

 
以上 
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事業報告及び計算書類（訂正後）並びにこれに係る会計監査報告及び監査役会の監査報告を添

付いたします。 
 

以上 
 
 





























































 

貸 借 対 照 表 
(平成27年３月31日現在)

（単位：千円) 
 

科     目 金   額 科     目 金   額 

(資 産 の 部) 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

受 取 手 形 

売 掛 金 

商 品 及 び 製 品 

仕 掛 品 

原材料及び貯蔵品 

前 払 費 用 

未 収 消 費 税 等 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

貸 倒 引 当 金 

固 定 資 産 

有形固定資産 

建 物 

構 築 物 

機 械 及 び 装 置 

車 両 運 搬 具 

工 具 器 具 備 品 

土 地 

リ ー ス 資 産 

建 設 仮 勘 定 

無形固定資産 

ソ フ ト ウ ェ ア 

電 話 加 入 権 

投資その他の資 

投 資 有 価 証 券 

関 係 会 社 株 式 

関 係 会 社 出 資 金 

出 資 金 

保 険 積 立 金 

そ の 他 

2,070,383

164,308

29,634

944,036

233,166

242,286

40,758

15,437

27,935

665,438

108,151

△400,771

3,445,160

2,811,861

1,103,536

5,758

674,358

8,714

47,181

703,014

95,067

174,229

14,062

13,232

829

619,237

130,117

374,509

22,149

50,340

21,863

20,257

(負 債 の 部) 

流 動 負 債 

支 払 手 形

買 掛 金

短 期 借 入 金

１年内返済予定長期借入金

賞 与 引 当 金

リ ー ス 債 務

繰 延 税 金 負 債

未 払 金

未 払 費 用

未 払 法 人 税 等

設 備 支 払 手 形

そ の 他

固 定 負 債 

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

退 職 給 付 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

そ の 他

負 債 合 計

(純資産の部) 

株 主 資 本 

資 本 金 

資 本 剰 余 金 

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金 

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

自 己 株 式 

評価・換算差額等 

その他有価証券評価差額金 

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 

新 株 予 約 権 

純 資 産 合 計

 

1,615,826 

153,074 

411,065 

216,253 

513,823 

43,867 

56,891 

64 

151,097 

26,227 

10,060 

3,518 

29,883 

3,190,235 

2,888,178 

93,214 

185,001 

10,522 

13,317 

4,806,062 

 

634,628 

1,762,390 

1,361 

1,361 

△1,128,702 

△1,128,702 

△1,128,702 

△421 

39,544 

39,413 

131 

35,308 

709,481 

資 産 合 計 5,515,543 負債・純資産合計 5,515,543 

 (注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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損 益 計 算 書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

（単位：千円) 
 

科         目 金         額 

売 上 高 5,991,538 

売 上 原 価 4,971,979 

売 上 総 利 益 1,019,558 

販売費及び一般管理費 1,173,276 

営 業 損 失 153,718 

営 業 外 収 益  

受 取 利 息 25,733  

受 取 配 当 金 5,124  

技 術 指 導 料 16,864  

助 成 金 収 入 191  

為 替 差 益 101,029  

業 務 受 託 料 27,197  

そ の 他 18,082 194,223 

営 業 外 費 用  

支 払 利 息 64,869  

シンジケートローン手数料 62,582  

そ の 他 6,390 133,842 

経 常 損 失 93,337 

特 別 利 益  

固 定 資 産 売 却 益 7,072  

国 庫 補 助 金 受 贈 益 9,985  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 43,967  

貸 倒 引 当 金 戻 入 益 241,138  

新 株 予 約 権 戻 入 益 18,924 321,089 

特 別 損 失  

固 定 資 産 除 却 損 14,843  

減 損 損 失 76,720  

固 定 資 産 圧 縮 損 3,511  

解 約 違 約 金 75,500 170,574 

税 引 前 当 期 純 利 益 57,177 

法人税、住民税及び事業税 △70,141 △70,141 

当 期 純 利 益 127,319 
 
(注) 記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。 
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株主資本等変動計算書 

(平成26年４月１日から
平成27年３月31日まで)

 (単位：千円) 
 

株   主   資   本 

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

そ の 他
利益剰余金

 
資 本 金 資 本

準 備 金

資本剰
余金
合計 繰   越

利益剰余金

利 益 剰 余 金
合 計

自 己 
株 式 

株主資本
合 計 

当 期 首 残 高 1,762,390 1,361 1,361 △1,277,419 △1,277,419 △391 485,940 

会計方針の変
更による累積
的 影 響 額

 21,397 21,397  21,397 

会計方針の変
更を反映した
当 期 首 残 高

1,762,390 1,361 1,361 △1,256,022 △1,256,022 △391 507,338 

当 期 変 動 額    

自己株式の
取 得

― ― ― ― ― △30 △30 

当期純利益 ― ― ― 127,319 127,319 ― 127,319 

株主資本以外の項目
の当期変動額(純額)

― ― ― ― ― ― ― 

当期変動額合計 ― ― ― 127,319 127,319 △30 127,289 

当 期 末 残 高 1,762,390 1,361 1,361 △1,128,702 △1,128,702 △421 634,628 

 
 

評価・換算差額等 
 そ の 他 有 価 証 

券 評 価 差 額 金 
繰延 

ヘッジ損益
評価換算差額
等 合 計

新株予約権 純資産合計 

当 期 首 残 高 37,152 ― 37,152 34,882 557,976 

会計方針の変更に

よる累積的影響額
 21,397 

会計方針の変更を反

映した当期首残高
37,152 ― 37,152 34,882 579,374 

当 期 変 動 額   

自己株式の
取 得

― ― ― ― △30 

当 期 純 利 益 ― ― ― ― 127,319 

株主資本以外の項目の当期

変 動 額 ( 純 額 )
2,260 131 2,391 425 2,817 

当期変動額合計 2,260 131 2,391 425 130,107 

当 期 末 残 高 39,413 131 39,544 35,308 709,481 
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個別注記表 

 1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

  (1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

子 会 社 株 式 ………… 移動平均法による原価法 

そ の 他 有 価 証 券   

時 価 の あ る も の ……… 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売却原

価は移動平均法により算定） 

時 価 の な い も の ……… 移動平均法による原価法 

  (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品・製品・原材料・仕掛品 ………… 移動平均法による原価法（収益性の低下による

簿価切下げの方法） 

貯 蔵 品 ………… 終仕入原価法（収益性の低下による簿価切下

げの方法） 

  (3) 固定資産の減価償却の方法 

有 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

………… 定率法 

ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く）については定額法によ

っております。 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

 建物     ７～35年 

 機械及び装置 ３～９年 

無 形 固 定 資 産

(リース資産を除く)

………… 定額法 

なお、自社利用のソフトウェアについては、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

リ ー ス 資 産 ………… 所有権移転ファイナンス・リース取引に係る 

リース資産 

 自己所有の固定資産に適用する減価償却方法 

と同一の方法を採用しております。 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る

リース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額をゼロ

として算定する定額法によっております。 

 なお、リース取引会計基準の改正適用初年度

開始前の所有権移転外ファイナンス・リース

取引については、通常の賃貸借取引に係る方

法に準じた会計処理によっております。 
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  (4) 引当金の計上基準 

貸 倒 引 当 金 ………… 債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘

案し、回収不能見込額を計上しております。 

賞 与 引 当 金 ………… 従業員への賞与の支給に備えるため、支給見込

額の当事業年度負担額を計上しております。 

退 職 給 付 引 当 金 ………… 従業員の退職給付に備えるため、当期末におけ

る退職給付債務及び年金資産の見込額に基づ

き、当期末に発生している額を計上しておりま

す。 

なお、数理計算上の差異は、各期の発生時の従

業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10

年）による定額法によりそれぞれ発生の翌期か

ら費用処理することとしております。 

計算書類において、未認識数理計算上の差異及

び未認識過去勤務費用の貸借対照表における取

扱いが連結計算書類と異なっております。貸借

対照表上、退職給付債務に未認識数理計算上の

差異及び未認識過去勤務費用を加減した額か

ら、年期資産の額を控除した額を退職給付引当

金に計上しております。 

  (5) ヘッジ会計の方法 

   (イ)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジ処理を採用しております。 

 なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たしている場合は振当処

理を採用しております。 

   (ロ)ヘッジ手段 …… 為替予約取引 

  ヘッジ対象 …… 外貨建営業債権 

   (ハ)ヘッジ方針 

 内部規定で定めるリスク管理方針に基づき、為替変動リスクをヘッジしており

ます。 

   (ニ)ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約取引については、既に輸出した実績に基づくものであり、実行の可能

性が極めて高いため有効性の判定を省略しております。 

  (6) 消費税等の会計処理 

     消費税及び地方消費税の会計処理は税抜処理によっております。 

  (7)会計方針の変更 

     「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号平成24年５月17日。以下

「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第25号平成27年３月26日。以下「退職給付適用指針」と

いう。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲

げられた定めについて当事業年度より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算

方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法を期間定額基準から給付算定式基

準へ変更、割引率の決定方法を従業員の平均残存勤務期間に近似した年数に基づ
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く割引率から、退職給付の支払見込期間及び支払見込期間ごとの金額を反映した

単一の加重平均割引率を使用する方法へ変更いたしました。 

     退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過

的な取扱いに従っており、当事業年度の期首において、退職給付債務及び勤務費

用の計算方法の変更に伴う影響額を繰越利益剰余金に加減しております。この結

果、当事業年度の期首の退職給付引当金が21,397千円減少し、繰越利益剰余金が

21,397千円増加しております。また、当事業年度の営業利益、経常利益及び税引

前当期純利益はそれぞれ2,481千円増加しております。なお、1株当たり情報に与

える影響は当該箇所に記載しております。 
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 2. 貸借対照表に関する注記 

  (1) 関係会社に対する金銭債権債務 

短 期 金 銭 債 権…………………… 769,254千円

短 期 金 銭 債 務…………………… 336,662千円

  (2) 有形固定資産の減価償却累計額 ……… 5,389,866千円

  (3) 圧縮記帳 ……… 有形固定資産に係る国庫補助金の受入れによる圧縮記帳累計額

は、建物82,327千円、機械及び装置292,632千円、工具器具備

品59,149千円、計434,110千円であります。 

  (4) 担保に供している資産 … 建 物     923,267千円

 機械及び装置 370,029千円

 土 地    703,014千円

 計   1,996,311千円

    (上記に対応する債務)  

短期借入金 139,000千円

１年内返済予定長期借入金 493,823千円

 長期借入金  2,868,178千円

  計 3,501,001千円

上記の他、被担保債務として関係会社の金融機関からの借入金148,600千円が

あります。 

  (5) 保証債務及び手形遡求債務等 

     保証債務 ……………………………… 472,414千円

 新潟岡本硝子㈱ 

 (金融機関からの借入金に対する債務保証)

  421,789千円

 (リース債務に対する債務保証) 

  50,625千円

 計 472,414千円

     受取手形割引高 ……………………… 90,138千円

  

3. 損益計算書に関する注記 

  (1) 関係会社との取引高 

営業取引 売 上 高 …………………… 31,357千円

     当期製品製造原価 ………… 1,476,726千円

     販売費及び一般管理費 ……… 7,691千円

営業取引以外の取引 …………………… 73,479千円
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  (2) 減損損失 

     当社は、以下の資産について減損損失を計上しました。 

 

場  所 用  途 種  類 

本社工場 (千葉県) 
フリット(ガラス粉末)用 

生産設備 

機械及び装置 

工具器具備品 

リース資産 

   (減損損失の認識に至った経緯) 

     フリット(ガラス粉末)について、新規事業として顧客獲得に注力し、多くの需

要者から引き合いを受けておりますが、サンプル出荷から量産出荷への移行が想

定より遅れております。このため、フリット生産設備の帳簿価額を回収可能価額

まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失に計上しております。 

   (減損損失の金額) 

 機械及び装置 62,332千円

 工具器具備品 4,508千円

 リース資産 9,879千円

   計         76,720千円

   (資産のグルーピングの方法) 

    事業の種類別セグメントを基準として資産のグルーピングを行っております。 

   (回収可能価額の算定方法) 

 当該資産の回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、上記の資産

については将来キャッシュフローが見込まれないため、備忘価額により算定して

おります。 

 

4. 株主資本等変動計算書に関する注記 

   自己株式の種類及び総数 

    普通株式  709株
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5. 税効果会計に関する注記 

   繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

    繰延税金資産 

    賞与引当金損金算入限度超過額 14,401千円

    未払事業税否認 2,414千円

    たな卸資産評価損 28,571千円

    未払事業所税否認 3,636千円

    退職給付引当金損金算入限度超過額 59,311千円

    関係会社株式評価損否認 42,412千円

    関係会社出資金評価損否認 2,729千円

    投資有価証券評価損否認 11,166千円

    貸倒引当金損金算入限度超過額 155,738千円

    ゴルフ会員権評価損否認 1,987千円

    減損損失 93,797千円

    減価償却損金算入限度超過額 23,324千円

    繰越欠損金 837,746千円

    その他 2,029千円

    小計 1,279,266千円

    評価性引当額 △1,279,266千円

    差引 ―千円

    繰延税金資産合計 ―千円

    繰延税金負債 

    その他有価証券評価差額金 10,522千円

    繰延ヘッジ損益 64千円

    繰延税金負債合計 10,587千円
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 6. リースにより使用する固定資産に関する注記 

   貸借対照表に計上した固定資産のほか、リース契約により使用している蒸着製品製

造設備・ガラス製品製造設備の一部、営業車輌、フォークリフト及び事務機器の一部

があります。 

   なお、リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス

リース取引は以下のとおりであります。 

   リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 取得価額相当額 
減価償却累計額 
相  当  額 

期末残高相当額 

構 築 物 23,284千円 20,913千円 2,371千円 

計 23,284千円 20,913千円 2,371千円 
 
   未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 2,371千円

１年超 -千円

 計 2,371千円

    （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資

産の期末残高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定して

おります。 

   支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料 2,587千円

減価償却費相当額 2,587千円

   減価償却費相当額の算定方法 

    リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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 7. 関連当事者との取引に関する注記 

  子会社等                           （単位：千円) 

種類 
会社等の 
名  称 

議 決 権 等 
の所有割合 

関連当事者 
と の 関 係 

取引の内容 取引金額 科  目 期末残高 

岡本光学
技股份

有限公司 
科

所有 
直接  70％
間接  30％ 

商品の仕入 
資金の借入 
利息の支払 

商品の購入(注１)
資金の借入 
利息の支払 

44,415
― 
1,740

買掛金 
短期借入金 

― 

6,262 
68,953 
― 

台湾岡本
硝子股份
有限公司 

所有 
直接 100％ 

資金の借入 
利息の支払 

資金の借入 
利息の支払   

― 
761

短期借入金 
― 

8,300 
― 

新潟岡本
硝子株式
会社 

所有 
直接 100％ 

同社製品の仕入
技術指導 
 
資金の返済 
 
利息の受取 

部品の購入(注１)
技術指導料の受取
 
貸付資金の回収 
 
利息の受取 

1,425,968
12,000

395,000

25,694

買掛金 
― 

 
短期貸付金 
 

― 

250,578 
― 

 
665,000 

 
―  

 
連結納税制度 

 
連結納税適用に伴
う受取予定額 

77,861
 

その他の流動
資産 

 
77,861 

  

債務保証 
被物上保証 

債務保証(注２) 
当社の銀行借入金
に対する建物の担
保提供(注３) 

472,414
499,520

― 
― 

― 
― 

子会社 
( 当 該
子会社
の子会
社を含
む) 
 

JAPAN 3D 
DEVICES株
式会社 

所有 
直接
26.43％ 
 

業務受託 
 
当社製品の販売

 

受託料収入 
 
製品の販売 

27,197
  

  25,017
 

その他の流動
資産 
売掛金 

 

6,515 
 

8,991 
 

上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含
まれております。 
取引条件及び取引条件の決定方針等 
(注) 1 市場価格、総原価を勘案して毎期価格交渉の上、取引条件を決定しております。 

2 当社は新潟岡本硝子株式会社の銀行借入及びリース債務に対して債務保証を行
っております。 

  なお、保証料は受領しておりません。 
3 新潟岡本硝子株式会社は当社の銀行借入残高499,520千円に対して同社所有の

建物を担保提供しております。 
  なお、保証料の支払いはありません。 

 
 8. １株当たり情報に関する注記 

    １株当たり純資産額 ………………………… 42円27銭

    １株当たり当期純利益 ………………………… 7円98銭
 

(注) 「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会

計基準第37項に定める経過的な取り扱いに従っております。この結果、当事業年度

末の１株当たり純資産額が1.50円、当事業年度の１株当たり当期純利益が0.16円そ

れぞれ増加しております。 
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連結計算書類に係る会計監査報告 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 平成27年６月22日  

岡 本 硝 子 株 式 会 社 
  取 締 役 会 御 中   
 

新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 本 正一郎 ㊞
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 川 高 史 ㊞
 
 当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、岡本硝子株式会社の平
成26年４月１日から平成27年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すな
わち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注

表について監査を行った。 記 
連結計算書類に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又
は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために

営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 経 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
連結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国におい
て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的
な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。 
 監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬に
よる連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではない
が、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を
立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討す
る。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者
によって行われた見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討す
ることが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

している。 断 
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる企業会計の基準に準拠して、岡本硝子株式会社及び連結子会社からなる企
業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点

おいて適正に表示しているものと認める。 に 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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計算書類に係る会計監査報告 
 
 

独立監査人の監査報告書 
 

平成27年６月22日  
岡 本 硝 子 株 式 会 社 
   取 締 役 会 御 中   

新日本有限責任監査法人 
指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 松 本 正一郎 ㊞
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 吉 川 高 史 ㊞
 
 当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、岡本硝子株式会
社の平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第69期事業年度の計算書類、
すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並び

その附属明細書について監査を行った。 に 
計算書類等に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準
に準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。こ
れには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書
を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用

ることが含まれる。 す 
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から
計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人
は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行
った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表
示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これ
に基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証
拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、
不正又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評
価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意
見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、
状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の
作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も
含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる｡ 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判

している。 断 
監査意見 
 当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に
公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明
細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示し

いるものと認める。 て 
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記
載すべき利害関係はない。 

以 上 
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監査役会の監査報告 
 
 

監 査 報 告 書 
 

 当監査役会は、平成26年４月１日から平成27年３月31日までの第69期事業年度

の取締役の職務の執行に関して、各監査役の監査結果に関する監査報告書に基づ

き、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします｡ 

 

1. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容 

  監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状

況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務

の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました｡ 

  各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職

務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図

り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会その他重

要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報

告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び

主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業

報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを

確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関す

る取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制

システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ

いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしまし

た。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号イの基本方針及

び同号ロの各取組みについては、取締役会その他における審議の状況等を踏

まえ、その内容について検討を加えました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社か

ら事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業

報告及びその附属明細書について検討いたしました。 

  さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施してい

るかを監視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につ

いて報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から

「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」(平成17年10月28

日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて

説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸

借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附

属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主

資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。 
  

― 45 ― 



 

― 46 ― 

  
2. 監査の結果 

 (1) 事業報告等の監査結果 

  一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。 

  二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。 

  三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。しかしながら、今般、定時株主総会の招集通知の発送後に当社単体

の貸借対照表及び損益計算書の一部に修正が発生しました。二度とこの

ような事態を生じさせないように再発防止にむけた対策が実施されてお

りますが、今後当該対策の運用状況の有効性について注視してまいりま

す。 

  四 事業報告に記載されている会社の財務及び事業の方針の決定を支配する

者の在り方に関する基本方針については、指摘すべき事項は認められま

せん。事業報告に記載されている会社法施行規則第118条第３号ロの各取

組みは、当該基本方針に沿ったものであり、当社の株主共同の利益を損

なうものではなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも

のではないと認めます。 

 (2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果 

   会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 

 (3) 連結計算書類の監査結果 

   会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると

認めます。 

3. 追加意見 

当社単体の貸借対照表及び損益計算書並びに会計監査人及び監査役会の監査報告

書につきましてウェブでの修正のみで当初の招集通知どおりに定時株主総会が開

催されることは、招集手続きに関し法令（会社法 299 条 1項）に抵触するおそれ

があると判断しておりますが、株主が総会期日より前に正しい情報に接する機会

が保証されていること、計算書類の修正は当社単体に関するごく一部にとどまっ

ていること、当該修正後も会計監査人の無限定適正の意見に変更がないこと、別

途株主総会を招集した場合の株主等の不利益等を総合的に勘案して、当初予定ど

おりに定時株主総会を行うという取締役会の判断に異議を述べておりません。 

 

平成27年６月22日 

岡本硝子株式会社 監査役会 

常勤監査役 佐々木   卓 ㊞ 

監 査 役 亀 山   勝 ㊞ 

監 査 役 芝   昭 彦 ㊞ 

（注）監査役亀山勝及び芝昭彦の両氏は、会社法第２条第16号及び第335条 

第３項に定める社外監査役であります。 
 

以 上 
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